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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式がないので、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は記載していません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第8号)を適用しています。 

第一部 【企業情報】

回次 第142期中 第143期中 第144期中 第142期 第143期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 百万円 22,851 25,097 27,650 48,312 55,838

 経常利益 百万円 1,356 1,276 2,262 2,634 3,647

 中間(当期)純利益 百万円 655 558 1,016 1,236 1,819

 純資産額 百万円 20,848 25,130 27,630 22,218 26,698

 総資産額 百万円 49,234 53,217 57,882 52,128 57,297

 １株当たり純資産額 円 347.91 366.45 397.55 370.13 387.10

 １株当たり中間 
 (当期)純利益金額

円 10.94 9.34 17.12 19.94 30.53

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益金額

円 ― ― ― ― ―

 自己資本比率 ％ 42.3 40.9 40.8 42.6 40.1
 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

百万円 98 1,009 △2 437 2,667

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

百万円 △271 △271 △526 △1,128 △520

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

百万円 △469 △225 △328 △637 △484

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

百万円 6,570 6,418 6,714 5,883 7,568

 従業員数 人 849 847 809 834 827

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 百万円 11,130 11,866 13,213 22,598 24,774

 経常利益 百万円 880 814 1,277 1,461 1,926

 中間(当期)純利益 百万円 557 523 802 885 1,361

 資本金 百万円 3,940 3,940 3,940 3,940 3,940

 発行済株式総数 千株 60,453 60,453 60,453 60,453 60,453

 純資産額 百万円 16,785 17,407 18,595 17,889 18,195

 総資産額 百万円 28,938 30,276 33,124 30,345 32,146

 １株当たり純資産額 円 280.11 293.13 313.24 298.07 306.47

 １株当たり中間 
 (当期)純利益金額

円 9.30 8.76 13.52 14.27 22.84

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益金額

円 ― ― ― ― ―

 １株当たり配当額 円 2.5 3.0 3.5 6.0 7.0

 自己資本比率 ％ 58.0 57.5 56.1 59.0 56.6

 従業員数 人 364 353 352 350 346



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。 

また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数です。なお、自転車関連事業には在外子会社の従業員297人を含んでいます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数です。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

鋼管関連事業 414

自転車関連事業 316

その他事業 28

全社(共通) 51

合計 809

従業員数(人) 352



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益に支えられ設備投資の増加や雇用情勢の

改善が進み、景気は引き続き緩やかな拡大基調を維持しております。しかし一方では、原油をはじめ素

材価格高騰の影響や米国経済の減速懸念など不安定要因も抱えております。  

 このような情勢のなかで、鋼管業界におきましては、自動車をはじめ造船・機械など輸出関連業種の

需要は堅調に推移しました。また、各種製造業における設備投資向けの需要も引き続き安定しておりま

した。ステンレス製品につきましては、前期から引き続きステンレスコイルの値上げに対して、製品の

価格是正に努力いたしました。また、製販一体の提案型の営業活動を通じてユーザー紐付販売をさらに

強化するとともに、縮小傾向にある流通販売市場においても拡販をめざし努力いたしました。  

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は27,650百万円（前年同期比10.2％増）、経常利益は2,262

百万円（同77.3％増）、中間純利益は1,016百万円（同82.0％増）となりました。  

セグメント別の概況は次のとおりです。 

（鋼管関連事業） 

普通鋼製品につきましては、自動車・造船・機械などの輸出関連業種において安定した需要が続きま

した。また、企業の設備投資意欲が強く製造設備向け鋼材需要は堅調に推移しました。しかし、鋼製家

具・陳列関連向けなどでは海外調達の影響があったり、内需産業の生産活動にも足踏み感があって、こ

れらの需要は減少傾向となりました。住宅・工場・倉庫・店舗など建築分野においては、建築基準法改

正に伴う審査遅れから着工件数が激減し、上半期後半から建築用鋼材の荷動きが急速に落ち込んできま

した。流通販売市場におきましても需要減少とメーカー紐付化が進み、流通販売量はさらに縮小傾向と

なりました。一方、新製品として拡販に取り組んできました自動車用シートレール材は、新規受注もあ

り順調に販売を伸ばしております。  

 ステンレス製品につきましては、一昨年よりニッケル相場の暴騰が続き、鋼管等の材料となるステン

レスコイルも連続して大幅値上げが実施され、ニッケル系ステンレス装飾管がフェライト系へ材質変更

されるなど代替品への転換が進み、ステンレス離れが加速いたしました。また、上半期半ばよりニッケ

ル相場が急落し、ステンレス製品の先安感が表面化し、実需の減少と買い控えなど一段と荷動きが悪化

しました。このような状況のなかで、造船やエネルギー関連・環境関連等の設備向けは比較的安定した

需要状況で推移しましたものの、建材需要はこれまでの減少傾向にさらに建築基準法改正の影響で追い

討ちがかかることになり、ステンレス製品全体の販売量としては低調でありました。しかし、前期から

繰り越した比較的安価なたな卸資産による利益押上げ効果もあり、また、需給環境の厳しいなかで、採

算性維持のためコストアップ吸収に努力するとともに、製品価格の是正にも注力いたしました。その結

果、当事業の売上高は26,792百万円（前年同期比10.7％増）、営業利益は2,204百万円（同75.6％増）

となりました。  

（自転車関連事業） 

国内の自転車業界は、春需要が年々低調となっており今春も盛り上がりに欠け、中国からの輸入自転

車はさらに増加し、国内における自転車生産数は減少が続いております。  

 このような状況のもと、リムメーカーとして生産・販売数が減少するなかで、品種の統廃合を行いつ

つ生産の合理化と安全な高品質製品の供給に努め、海外子会社との連携によりコストダウンに注力いた

しました。しかしながら結果として、当事業の売上高は630百万円（前年同期比5.6％減）、営業損失は

111百万円（同20.3％損失増）となりました。  

（その他事業） 

その他事業は、機械設備関連の売上並びに不動産賃貸収入などであります。  

自動車部品製造用等の輸入機械の販売については、設備投資意欲は強いものの、ユーロ高により価格面

で競争力が低下したこともあって低調に推移しました。  

 不動産賃貸収入につきましては、東京工場跡地の地代収入を中心に安定した業績となっております。

その結果、当事業の売上高は228百万円（前年同期比5.2％増）、営業利益は150百万円（同3.8％増）と

なりました。  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

6,714百万円となり、前連結会計年度末より854百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は2百万円であり、前中間連結会計期間に

比べ1,012百万円の減少となりました。これは、税金等調整前中間純利益が1,154百万円増加したもの

の、たな卸資産の増減額が1,155百万円減少したことや、法人税等の支払額が1,159百万円増加したこ

となどによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は526百万円であり、前中間連結会計期間

に比べ255百万円資金の支出が増加しました。これは、投資有価証券の取得による支出が77百万円増

加したことや、保有社債の償還による収入が100百万円減少したことなどによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は328百万円であり、前中間連結会計期間

に比べ103百万円資金の支出が増加しました。これは、自己株式の取得による支出が152百万円減少し

たものの、短期借入金の純増減により前年同期81百万円の資金増加から31百万円の資金減少となった

ことや、長期借入れによる収入が116百万円減少したことなどによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) 金額は平均販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれていません。 

  

(3) 受注状況 

鋼管関連事業及び自転車関連事業はいずれも見込生産であって受注生産は行っていません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
２ 上記の金額には消費税等は含まれていません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

鋼管関連事業 10,223 +16.8

自転車関連事業 521 +3.9

合計 10,745 +16.1

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

鋼管関連事業 15,146 +6.7

自転車関連事業 47 △16.7

その他事業 10 △16.4

合計 15,204 +6.6

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

鋼管関連事業 26,792 +10.7

自転車関連事業 630 △5.6

その他事業 228 +5.2

合計 27,650 +10.2

相  手  先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

阪和工材株式会社 2,873 11.5 3,399 12.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、

重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び当社の連結子会社)の当中間連結会計期間における研究開発費は56百万円です。

また、事業の種類別セグメントごとの研究目的、主要課題、研究成果及び金額は以下のとおりです。 

  

 
  

(1) 鋼管関連事業……… 省資源や省エネを目的とした製品づくりが求められているなかで、高強

度・高耐蝕性を有する素材を用いた製品開発に重点的に取り組んでいま

す。ステンレス鋼の分野においては、ニッケル価格の高騰に伴い、大幅な

製品価格の上昇がみられる高耐蝕性を有するオーステナイト系の需要から

フェライト系の需要へ移行する動きがあり、当社グループにおいても、各

製鋼メーカーの耐蝕性を高めたフェライト系新素材による鋼管・型鋼の製

品化に取り組んでおり、一部は既に製品化を実現しています。普通鋼の分

野においては、省資源・軽量化を目的としたハイテン材について、当社が

培ってきたロールフォーミングの加工技術の優位性を生かし、自動車部

材・建材・設備材等のあらゆる形状の鋼管・型鋼製品の需要拡大をめざし

取り組んでいます。 

当事業に係る研究開発費は33百万円です。 

(2) 自転車関連事業…… マウンテンバイクレースなどのハードな使用に耐え得る高強度・高性能を

もつ軽合金溶接リムの研究開発を行っています。  

これまで国内生産を中心としてきた中級品・高級品のリムについて、高品

質を維持しつつ海外生産（インドネシアの子会社）に移管してきました

が、引き続き現地の実情に適合した生産設備等の研究に取り組んでいま

す。  

当事業に係る研究開発費は10百万円です。 

(3) その他事業………… 車椅子用ホイルにおいて、上り坂での逆走防止などの機能を備えた多機能

ハブの研究開発を行い、改良を重ねています。 

産業用アブソレックス(サスペンションホイル)について、品種の拡大のた

め、バネの変更などにより耐荷重を増大化させる製品の開発に取り組んで

います。  

当社が長年培ってきたロール設計技術を生かして、ロールフォーミングの

専門知識がなくても、比較的簡単に短時間でロール金型設計が可能となる

システムを構築するため研究しています。  

当事業に係る研究開発費は13百万円です。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な変更はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,453,268 60,453,268

東京証券取引所
市場第一部 

大阪証券取引所 
市場第一部

―

計 60,453,268 60,453,268 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
 平成19年９月30日

― 60,453 ― 3,940 ― 4,155



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 所有株式数については千株未満を、その割合については小数点以下第三位をそれぞれ切り捨てて表示してい

ます。 

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数はすべて信託業務に係る株式です。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれています。

また、「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式83株が含まれています。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１ 2,951 4.88

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 2,951 4.88

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目４―１ 2,863 4.73

大同生命保険株式会社 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

大阪市西区江戸堀１丁目２－１
(東京都中央区晴海１丁目８番１１号)

2,670 4.41

株式会社みずほコーポレート銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１―３―３
(東京都中央区晴海１丁目８番１２号)

2,426 4.01

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２―１ 2,296 3.79

加賀商工有限会社 石川県加賀市大聖寺耳聞山町７１－１ 2,101 3.47

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社

東京都港区浜松町２丁目11―３ 1,748 2.89

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目23―１ 1,652 2.73

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７―３ 1,483 2.45

計 ― 23,142 38.28

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 1,086,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

59,088,000
59,088 ―

単元未満株式
 
普通株式 279,268 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 60,453,268 ― ―

総株主の議決権 ― 59,088 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
新家工業株式会社

大阪市中央区 
南船場二丁目12番12号

1,086,000 ― 1,086,000 1.79

計 ― 1,086,000 ― 1,086,000 1.79

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月

最高(円) 370 358 357 387 361 326

最低(円) 336 311 337 329 297 294



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について  

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 4,816 5,119 4,429

   受取手形及び売掛金 ※３ 20,785 22,400 23,108

   有価証券 1,602 1,594 3,139

   たな卸資産 6,919 8,718 6,745

   その他 980 1,701 1,532

   貸倒引当金 △390 △661 △746

    流動資産合計 34,713 65.2 38,874 67.2 38,209 66.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

   建物及び構築物 2,026 1,903 1,971

   機械装置及び運搬具 2,202 2,413 2,360

   土地 4,486 4,487 4,486

   建設仮勘定 108 336 223

   その他 165 8,990 172 9,312 185 9,227

 ２ 無形固定資産 11 9 10

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 8,823 9,018 9,199

   その他 1,451 1,300 1,283

   貸倒引当金 △773 9,502 △633 9,685 △633 9,849

    固定資産合計 18,503 34.8 19,008 32.8 19,087 33.3

   資産合計 53,217 100.0 57,882 100.0 57,297 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 ※３ 16,322 18,112 17,535

   短期借入金 5,919 5,840 5,887

   未払法人税等 501 1,103 1,614

   その他 ※３ 1,534 1,687 1,824

    流動負債合計 24,277 45.6 26,743 46.2 26,862 46.9

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 177 136 134

   退職給付引当金 1,489 1,079 1,301

   役員退職引当金 280 316 299

   その他 1,861 1,975 2,001

    固定負債合計 3,809 7.2 3,508 6.1 3,736 6.5

   負債合計 28,086 52.8 30,252 52.3 30,598 53.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,940 7.4 3,940 6.8 3,940 6.9

 ２ 資本剰余金 4,155 7.8 4,156 7.2 4,155 7.2

 ３ 利益剰余金 11,270 21.2 13,132 22.7 12,353 21.6

 ４ 自己株式 △205 △0.4 △211 △0.4 △209 △0.4

   株主資本合計 19,161 36.0 21,018 36.3 20,241 35.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 

   評価差額金
3,025 5.7 2,987 5.2 3,151 5.5

 ２ 繰延ヘッジ損益 △7 △0.0 △2 △0.0 △3 △0.0

 ３ 為替換算調整勘定 △417 △0.8 △401 △0.7 △406 △0.7

   評価・換算差額等 

   合計
2,600 4.9 2,583 4.5 2,741 4.8

Ⅲ 少数株主持分 3,368 6.3 4,028 6.9 3,715 6.5

   純資産合計 25,130 47.2 27,630 47.7 26,698 46.6

   負債純資産合計 53,217 100.0 57,882 100.0 57,297 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 25,097 100.0 27,650 100.0 55,838 100.0

Ⅱ 売上原価 21,010 83.7 22,697 82.1 46,137 82.6

   売上総利益 4,087 16.3 4,953 17.9 9,700 17.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,780 11.1 2,710 9.8 6,015 10.8

   営業利益 1,306 5.2 2,242 8.1 3,684 6.6

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 7 19 21

   受取配当金 60 67 99

   仕入割引 13 15 30

   雑収入 42 124 0.5 69 171 0.6 112 264 0.5

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 36 50 82

   売上割引 7 11 16

   退職給付の会計基準 

   変更時差異償却
61 61 123

   原価差額の 

   原価外処理額
28 13 40

   雑支出 20 154 0.6 14 151 0.5 38 302 0.6

   経常利益 1,276 5.1 2,262 8.2 3,647 6.5

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※２ 2 0 2

   投資有価証券売却益 ― ― 297

   貸倒引当金戻入額 ― 2 0.0 85 85 0.3 ― 299 0.5

Ⅶ 特別損失

   固定資産除却損 ※３ 2 23 17

   固定資産売却損 ※４ ― 0 ―

   投資有価証券評価損 ― 5 ―

   貸倒引当金繰入額 111 114 0.5 ― 29 0.1 104 122 0.2

   税金等調整前 

   中間(当期)純利益
1,164 4.6 2,319 8.4 3,824 6.8

   法人税、住民税及び 

   事業税
490 1,102 2,035

   法人税等調整額 12 502 2.0 △143 959 3.5 △471 1,564 2.7

   少数株主利益 102 0.4 343 1.2 440 0.8

   中間(当期)純利益 558 2.2 1,016 3.7 1,819 3.3



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 10,963 △51 19,007

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当      (注) △209 △209

 役員賞与        (注) △41 △41

 中間純利益 558 558

 自己株式の取得 △154 △154

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 307 △154 153

平成18年９月30日残高(百万円) 3,940 4,155 11,270 △205 19,161

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,633 ― △422 3,211 3,330 25,549

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当      (注) △209

 役員賞与        (注) △41

 中間純利益 558

 自己株式の取得 △154

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△608 △7 4 △610 38 △572

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△608 △7 4 △610 38 △418

平成18年９月30日残高(百万円) 3,025 △7 △417 2,600 3,368 25,130



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 12,353 △209 20,241

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △237 △237

 中間純利益 1,016 1,016

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 778 △2 776

平成19年９月30日残高(百万円) 3,940 4,156 13,132 △211 21,018

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,151 △3 △406 2,741 3,715 26,698

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △237

 中間純利益 1,016

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△164 0 5 △158 313 154

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△164 0 5 △158 313 931

平成19年９月30日残高(百万円) 2,987 △2 △401 2,583 4,028 27,630



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 10,963 △51 19,007

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当      (注) △209 △209

 剰余金の配当 △178 △178

 役員賞与        (注) △41 △41

 当期純利益 1,819 1,819

 自己株式の取得 △158 △158

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 1,390 △157 1,233

平成19年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 12,353 △209 20,241

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,633 ― △422 3,211 3,330 25,549

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当      (注) △209

 剰余金の配当 △178

 役員賞与        (注) △41

 当期純利益 1,819

 自己株式の取得 △158

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△481 △3 15 △469 385 △83

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△481 △3 15 △469 385 1,149

平成19年３月31日残高(百万円) 3,151 △3 △406 2,741 3,715 26,698



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

1,164 2,319 3,824

   減価償却費 256 315 548

   有形固定資産除却損 1 23 8

   有形固定資産売却益 △2 △0 △2

   有形固定資産売却損 ― 0 ―

   貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

110 △85 327

   退職給付引当金の増減額 
   (減少：△)

△183 △224 △376

   役員退職引当金の増減額 
   (減少：△)

△14 17 4

   受取利息及び受取配当金 △68 △86 △120

   支払利息 36 50 82

   投資有価証券売却益 ― ― △297

   投資有価証券評価損 ― 5 ―

   売上債権の増減額 
   (増加：△)

△397 715 △2,708

   たな卸資産の増減額 
   (増加：△)

△815 △1,970 △630

   仕入債務の増減額 
   (減少：△)

1,270 573 2,481

   未払消費税等の増減額 
   (減少：△)

△33 △117 59

   役員賞与の支払額 △49 ― △49

   その他 141 30 351

    小計 1,416 1,564 3,503

   利息及び配当金の受取額 75 91 135

   利息の支払額 △33 △50 △78

   法人税等の支払額 △448 △1,607 △892

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,009 △2 2,667



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   投資有価証券の 
   取得による支出

△12 △89 △318

   投資有価証券の 
   売却による収入

0 ― 308

   保有社債の 
   償還による収入

100 ― 235

   有形固定資産の 
   取得による支出

△335 △399 △699

   有形固定資産の 
   売却による収入

4 1 4

   無形固定資産の 
   取得による支出

△0 ― △0

   貸付に伴う支出 △43 △50 △69

   貸付金回収に伴う収入 29 28 60

   その他 △14 △18 △41

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△271 △526 △520

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 
   (減少：△)

81 △31 36

   長期借入による収入 116 ― 129

   長期借入金の 
   返済による支出
   

― △23 △45

   配当金の支払額 △209 △236 △386

   少数株主への 
   配当金の支払額

△60 △96 △60

   連結子会社の増資に伴う 
   少数株主からの払込み 
   による収入

― 61 ―

   自己株式の取得による支出 △154 △2 △158

   その他 0 0 0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△225 △328 △484

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

0 2 2

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△)

514 △854 1,664

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

5,883 7,568 5,883

Ⅶ 非連結子会社の合併による 
  現金及び現金同等物の増加額

20 ― 20

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

6,418 6,714 7,568



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 連結の範囲に関する事項 (1) 連結の範囲に関する事項 (1) 連結の範囲に関する事項

  子会社５社のうち、アラヤ特殊

金属株式会社及びP.T.パブリッ

ク アラヤ インドネシアの２社

を連結の範囲に含めています。

  また、大栄鋼業株式会社、株式

会社アラヤ工機、株式会社新家

開発の３社は営業規模が小さ

く、その総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等が

いずれも僅少であり、全体とし

ても中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないので、連

結の範囲から除いています。

  なお、平成18年4月1日付で、非

連結子会社日東ステンレス株式

会社は、連結子会社アラヤ特殊

金属株式会社と合併していま

す。

  子会社５社のうち、アラヤ特殊

金属株式会社及びP.T.パブリッ

ク アラヤ インドネシアの２社

を連結の範囲に含めています。 

また、大栄鋼業株式会社、株式

会社アラヤ工機、株式会社新家

開発の３社は営業規模が小さ

く、その総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等が

いずれも僅少であり、全体とし

ても中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないので、連

結の範囲から除いています。

  子会社５社のうち、アラヤ特殊

金属株式会社及びP.T.パブリッ

ク アラヤ インドネシアの２社

を連結の範囲に含めています。

  また、大栄鋼業株式会社、株式

会社アラヤ工機、株式会社新家

開発の３社は営業規模が小さ

く、その総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等が

いずれも僅少であり、全体とし

ても連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないので、連結の

範囲から除いています。

  なお、平成18年4月1日付で、非

連結子会社日東ステンレス株式

会社は、連結子会社アラヤ特殊

金属株式会社と合併していま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項 (2) 持分法の適用に関する事項 (2) 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社３社は、いずれも

中間純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がな

いので、持分法を適用していま

せん。

同左

  非連結子会社３社は、いずれも

当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がな

いので、持分法を適用していま

せん。

(3) 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

(3) 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

(3) 連結子会社の決算日等に関する

事項

 

  連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次の

とおりです。

会社名 中間決算日

P.T.パブリック  
アラヤ インドネシア

６月30日(※)

(※)連結子会社の中間決算日現在の

中間財務諸表を使用していま

す。ただし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ています。

同左  

  連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる会社は次のとおりで

す。

会社名 決算日

P.T.パブリック
アラヤ インドネシア

12月31日(※)

(※)連結子会社の決算日現在の財務

諸表を使用しています。ただ

し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っています。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 会計処理基準に関する事項
 (イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法
  ① 有価証券
    その他有価証券
     時価のあるもの

(4) 会計処理基準に関する事項
 (イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法
  ① 有価証券
    その他有価証券
     時価のあるもの

(4) 会計処理基準に関する事項
(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法
 ① 有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの

      中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法
により評価していま
す。(評価差額は全部
純資産直入法により処
理し、売却原価は移動
平均法により算定して
います。)

同左

     連結決算日の市場価格
等に基づく時価法によ
り評価しています。
(評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定してい
ます。)

     時価のないもの      時価のないもの     時価のないもの

      移動平均法による原価
法により評価していま
す。

同左 同左

  ② デリバティブ   ② デリバティブ  ② デリバティブ

    時価法により評価していま
す。 同左 同左

  ③ たな卸資産   ③ たな卸資産  ③ たな卸資産

    主として移動平均法による
原価法により評価していま
す。

同左 同左

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償
却の方法

  ① 有形固定資産

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償
却の方法

  ① 有形固定資産

(ロ)重要な減価償却資産の減価償
却の方法

 ① 有形固定資産

    主として定率法によってい
ます。ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)について
は、定額法を採用していま
す。

    なお、主な耐用年数は以下
のとおりです。

    建物及び構築物
    …７年～50年
    機械装置及び運搬具
    …４年～14年

    主として定率法によってい
ます。ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)について
は、定額法を採用していま
す。

    なお、主な耐用年数は以下
のとおりです。

    建物及び構築物
    …７年～50年
    機械装置及び運搬具
    …４年～14年

   主として定率法によってい
ます。ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)について
は、定額法を採用していま
す。

   なお、主な耐用年数は以下
のとおりです。

   建物及び構築物
   …７年～50年
   機械装置及び運搬具
   …４年～14年

(会計方針の変更)
 当社及び国内連結子会社は、法人
税法の改正に伴い、当中間連結会計
期間より、平成19年4月1日以降に取
得した有形固定資産について、改正
後の法人税法に基づく減価償却の方
法に変更しています。この結果、従
来の方法に比べ、営業利益、経常利
益及び税金等調整前中間純利益はそ
れぞれ3百万円減少しています。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しています。

(追加情報) 
 当社及び国内連結子会社は、法人
税法の改正に伴い、平成19年3月31
日以前に取得した資産については、
改正前の法人税法に基づく減価償却
の方法の適用により取得価額の5％
に到達した連結会計年度の翌連結会
計年度より、取得価額の5％相当額
と備忘価額との差額を5年間にわた
り均等償却し、減価償却費に含めて
計上しています。これにより、営業
利益は20百万円、経常利益及び税金
等調整前中間純利益はそれぞれ21百
万円減少しています。  
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しています。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ② 無形固定資産   ② 無形固定資産   ② 無形固定資産

    定額法によっています。

    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用してい

ます。

同左 同左

 (ハ)重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

 (ハ)重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

 (ハ)重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    受取手形、売掛金等の債権

の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を

計上しています。

同左 同左

  ② 退職給付引当金   ② 退職給付引当金   ② 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しています。

    なお、会計基準変更時差異

は15年による按分額を費用

処理しています。数理計算

上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間の年数

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ています。

同左

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しています。

    なお、会計基準変更時差異

は15年による按分額を費用

処理しています。数理計算

上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間の年数

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ています。

  ③ 役員退職引当金   ③ 役員退職引当金   ③ 役員退職引当金

    役員の退任時に支給される

退職金の支払に備えて、内

規に基づく中間期末要支給

額を計上しています。

同左

    役員の退任時に支給される

退職金の支払に備えて、内

規に基づく期末要支給額を

計上しています。

 (ニ)重要なリース取引の処理方法  (ニ)重要なリース取引の処理方法  (ニ)重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。

同左 同左

 (ホ)重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

 (ホ)重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

 (ホ)重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    原則として繰延ヘッジ処理

によっています。なお、振

当処理の要件を満たしてい

る為替予約については振当

処理に、特例処理の要件を

満たしている金利スワップ

については特例処理によっ

ています。

    原則として繰延ヘッジ処理

によっています。なお、振

当処理の要件を満たしてい

る為替予約については振当

処理によっています。

    原則として繰延ヘッジ処理

によっています。なお、振

当処理の要件を満たしてい

る為替予約については振当

処理に、特例処理の要件を

満たしている金利スワップ

については特例処理によっ

ています。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のと

おりです。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のと

おりです。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    当連結会計年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下のとおり

です。

   ａ ヘッジ手段

      為替予約

     ヘッジ対象

      製品・商品等の輸出・

輸入による外貨建売上

債権、買入債務及び外

貨建予定取引

      外貨建外国債券の元本

相当額

     ヘッジ手段

      為替予約

     ヘッジ対象

      製品・商品等の輸出・

輸入による外貨建売上

債権、買入債務及び外

貨建予定取引

      外貨建外国債券の元本

相当額

   ａ ヘッジ手段

      為替予約

     ヘッジ対象

      製品・商品等の輸出・

輸入による外貨建売上

債権、買入債務及び外

貨建予定取引

      外貨建外国債券の元本

相当額

   ｂ ヘッジ手段

      金利スワップ

     ヘッジ対象

      借入金

   ｂ ヘッジ手段

      金利スワップ

     ヘッジ対象

      借入金

  ③ ヘッジ方針   ③ ヘッジ方針   ③ ヘッジ方針

    取引限度額(ヘッジ比率)を

定めた市場リスク管理要項

の規程に基づき、ヘッジ対

象に係る為替相場変動リス

ク及び金利変動リスクを一

定の範囲内でヘッジしてい

ます。

同左 同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法   ④ ヘッジ有効性評価の方法   ④ ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期毎に比較

し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評

価しています。ただし、特

例処理によっている金利ス

ワップについては有効性評

価を省略しています。

    ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期毎に比較

し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評

価しています。

    ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期毎に比較

し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評

価しています。ただし、特

例処理によっている金利ス

ワップについては有効性評

価を省略しています。

 (ヘ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 (ヘ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 (ヘ)その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理の方法    消費税等の会計処理の方法    消費税等の会計処理の方法

   税抜方式を採用しています。

   なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺し、流動負債の

「その他」に含めて表示して

います。

同左

   税抜方式を採用しています。

(5) 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

(5) 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっています。

同左

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっています。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準）

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第4号)を適用しています。

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益が20百万円減少してい

ます。なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載していま

す。

───

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第4号)を国内の会社に適用して

います。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ42百万円減

少しています。なお、セグメント情

報に与える影響は、当該箇所に記載

しています。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針

第8号)を適用しています。従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は21,769百万円です。

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しています。

───

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号)を適用しています。従来の「資

本の部」の合計に相当する金額は

22,986百万円です。

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しています。

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第7号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ています。

───

（企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第7号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号）を適

用しています。



次へ 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は15,511百万円です。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は15,760百万円です。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は15,705百万円です。

 ２     ───  ２     ─── ２ 受取手形割引高は2,182百万

円です。

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形については、手形交換日を

もって決済処理しています。

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の当中間連結会計

期間末日満期手形が当中間連

結会計期間末残高に含まれて

います。

受取手形 1,055百万円

支払手形 469百万円

設備関係 
支払手形

20百万円

(流動負債「その他」に含む)

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形については、手形交換日を

もって決済処理しています。

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の当中間連結会計

期間末日満期手形が当中間連

結会計期間末残高に含まれて

います。

受取手形 1,417百万円

支払手形 803百万円

設備関係
支払手形

101百万円

(流動負債「その他」に含む)

 

※３ 期末日満期手形については、

手形交換日をもって決済処理

しています。なお、当連結会

計年度の末日は金融機関の休

日であったため、次の期末日

満期手形が当連結会計年度末

残高に含まれています。

受取手形 1,343百万円

支払手形 692百万円

設備関係
支払手形

37百万円

(流動負債「その他」に含む)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

科目

(1) 発送配達費 1,044百万円

(2) 従業員給料手当 545百万円

(3) 退職給付引当金
  繰入額

70百万円

(4) 役員退職引当金
  繰入額

17百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

科目

(1) 発送配達費 995百万円

(2) 従業員給料手当 523百万円

(3) 退職給付引当金
  繰入額

60百万円

(4) 役員退職引当金
  繰入額

17百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

科目

(1) 発送配達費 2,107百万円

(2) 従業員給料手当 1,084百万円

(3) 退職給付引当金
 繰入額

140百万円

(4) 役員退職引当金
 繰入額

36百万円

(5) 貸倒引当金
 繰入額

365百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりです。

機械装置及び 
運搬具

2百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりです。

機械装置及び
運搬具

0百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりです。

機械装置及び 
運搬具

2百万円

 

※３ 固定資産除却損の主な内訳は

次のとおりです。

機械装置及び 
運搬具

1百万円

 

※３ 固定資産除却損の主な内訳は

次のとおりです。

機械装置及び
運搬具

20百万円

その他(工具・
器具・備品)

2百万円

※３ 固定資産除却損の主な内訳は

次のとおりです。

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び 
運搬具

6百万円

その他（工具・ 
器具・備品）

2百万円

※４     ─── ※４ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりです。

機械装置及び
運搬具

0百万円

※４     ───



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 1 増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加4,193株、会社法第163条の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、子会社の有する自己株式を取得したことによる増加530,000株です。 

2 減少株式数の内訳は、単元未満株式の買増し請求による減少1,800株です。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  
当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 1 増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものです。 

2 減少株式数は、単元未満株式の買増し請求に応じたことによるものです。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (株) 60,453,268 ― ― 60,453,268

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (株) 535,241 534,193 1,800 1,067,634

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 209百万円 3円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年11月17日 
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 178百万円 3円00銭 平成18年９月30日 平成18年12月11日

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (株) 60,453,268 ― ― 60,453,268

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (株) 1,080,241 6,542 700 1,086,083

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 237百万円 4円00銭 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年11月14日 
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 207百万円 3円50銭 平成19年９月30日 平成19年12月10日



次へ 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 1 増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加17,400株、及び会社法第163条の規定により読み替え

て適用される同法第156条の規定に基づき、子会社の有する自己株式の取得による増加530,000株です。 

2 減少株式数の内訳は、単元未満株式の買増し請求に応じたことによる減少2,400株です。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

普通株式 (株) 60,453,268 ― ― 60,453,268

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

普通株式 (株) 535,241 547,400 2,400 1,080,241

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 209百万円 3円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月17日 
取 締 役 会

普通株式 178百万円 3円00銭 平成18年９月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 237百万円 4円00銭 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金勘定 4,816百万円

有価証券

 マネー・マネージ 
 メント・ファンド

1,301百万円

 フリー・ファイナ 
 ンシャル・ファン 
 ド

300百万円

現金及び現金同等物 6,418百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年９月30日)

現金及び預金勘定 5,119百万円

有価証券

 マネー・マネージ
 メント・ファンド

1,092百万円

 フリー・ファイナ
 ンシャル・ファン
 ド

502百万円

現金及び現金同等物 6,714百万円

1．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 4,429百万円

有価証券

マネー・マネージ 
 メント・ファンド

2,438百万円

フリー・ファイナ 
 ンシャル・ファン 
 ド

701百万円

現金及び現金同等物 7,568百万円

2．重要な非資金取引の内容

 当中間連結会計期間に連結子会社

アラヤ特殊金属株式会社と合併した

非連結子会社日東ステンレス株式会

社より引き継いだ資産及び負債の内

容は次のとおりです。

・合併により引き継いだ資産・負債

流 動 資 産 209百万円

固 定 資 産 64百万円

資産合計 273百万円

流 動 負 債 251百万円

───

2．重要な非資金取引の内容

 当連結会計年度に連結子会社アラ

ヤ特殊金属株式会社と合併した非連

結子会社日東ステンレス株式会社よ

り引き継いだ資産及び負債の内容は

次のとおりです。

・合併により引き継いだ資産・負債

流 動 資 産 209百万円

固 定 資 産 64百万円

資産合計 273百万円

流 動 負 債 251百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

有形固定

資産

機械装置

及び運搬

具

10 0 10

その他

(工具、器

具及び備

品)

305 112 192

無形固定

資産 

（ソフト 

ウェア）

25 13 12

合計 341 126 214

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

有形固定

資産

機械装置

及び運搬

具

10 2 8

その他

(工具、器

具及び備

品)

382 149 233

無形固定

資産 

（ソフト 

ウェア）

72 19 52

合計 465 170 294

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額 

(百万円)

有形固定

資産

機械装置

及び運搬

具

10 1 9

その他

(工具、器

具及び備

品)

292 125 166

無形固定

資産 

（ソフト 

ウェア）

25 16 9

合計 328 143 185

(注) なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

当該残高及び有形固定資産の

中間期末残高の合計額に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定していま

す。

(注) 

 

 

同左

(注) なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が当該

残高及び有形固定資産の期末

残高の合計額に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しています。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 57百万円

１年超 156百万円

合計 214百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 82百万円

１年超 212百万円

合計 294百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 54百万円

１年超 130百万円

合計 185百万円

(注) なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が当該残高

及び有形固定資産の中間期末

残高の合計額に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しています。

(注) 

 

 

同左

(注) なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が当該残高及び有形

固定資産の期末残高の合計額

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定して

います。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 29百万円

(2) 減価償却費相当額 29百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 33百万円

(2) 減価償却費相当額 33百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 58百万円

(2) 減価償却費相当額 58百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



前へ 

(有価証券関係) 

  
Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
  

   
その他有価証券 

 
  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

   
(注) 当中間連結会計期間末において、その他有価証券のうち時価が取得原価に比べ50％以上下落しているものにつ

いて5百万円の減損処理を行っています。なお、有価証券の減損にあたっては、時価が取得価額に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等

を考慮して必要と認められた金額について減損処理を行うこととしています。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
  

   
その他有価証券 

 
  

Ⅲ 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

   
その他有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいて
もデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額
(1) 株式 2,776百万円 7,876百万円 5,100百万円
(2) 債券(社債) 728百万円 715百万円 △13百万円
(3) その他 96百万円 118百万円 22百万円

   計 3,601百万円 8,710百万円 5,109百万円

 子会社株式 90百万円

  非上場株式 22百万円
  マネー・マネージメント・ファンド 1,301百万円
  フリー・ファイナンシャル・ファンド 300百万円

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額
(1) 株式 2,955百万円 7,983百万円 5,027百万円
(2) 債券(社債) 819百万円 803百万円 △15百万円
(3) その他 96百万円 119百万円 22百万円
   計 3,871百万円 8,905百万円 5,034百万円

 子会社株式 90百万円

  非上場株式 22百万円
  マネー・マネージメント・ファンド 1,092百万円
  フリー・ファイナンシャル・ファンド 502百万円

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額
(1) 株式 2,871百万円 8,163百万円 5,291百万円
(2) 債券(社債) 810百万円 802百万円 △8百万円
(3) その他 96百万円 120百万円 24百万円
   計 3,779百万円 9,086百万円 5,307百万円

 子会社株式 90百万円

  非上場株式 22百万円
  マネー・マネージメント・ファンド 2,438百万円
  フリー・ファイナンシャル・ファンド 701百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の機能別種類により区分しています。 

２ 各事業の主な製品 
(1) 鋼管関連事業………普通鋼鋼管、ステンレス鋼鋼管、各種型鋼、精密加工品 
(2) 自転車関連事業……自転車用リム、自動二輪車用リム 
(3) その他事業…………機械及び同部品、不動産の賃貸等 

３ 会計方針の変更 
「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員
賞与に関する会計基準」を適用しています。この変更に伴い、従来の方法に比べ、営業費用が鋼管関連事業18百万
円、自転車関連事業0百万円、その他事業0百万円、全体で20百万円が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい
ます。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の機能別種類により区分しています。 

２ 各事業の主な製品 
(1) 鋼管関連事業………普通鋼鋼管、ステンレス鋼鋼管、各種型鋼、精密加工品 
(2) 自転車関連事業……自転車用リム、自動二輪車用リム 
(3) その他事業…………機械及び同部品、不動産の賃貸等 

３ 会計方針の変更 
「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法
の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税
法に基づく減価償却の方法に変更しています。この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は鋼
管関連事業で3百万円、自転車関連事業で0百万円、その他事業で0百万円、全体で3百万円増加し、営業利益は鋼管
関連事業で3百万円、その他事業で0百万円、それぞれ減少し、営業損失は自転車関連事業で0百万円増加していま
す。 

４ 追加情報 
「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法
の改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適
用により取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額
を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。これにより、営業費用は鋼管関連事業で18百
万円、自転車関連事業で0百万円、その他事業で1百万円、全体で20百万円増加し、営業利益は鋼管関連事業で18百
万円、その他事業で1百万円、それぞれ減少し、営業損失は自転車関連事業で0百万円増加しています。 

鋼管関連事業 
(百万円)

自転車
関連事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

24,213 667 216 25,097 ― 25,097

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 0 21 21 (21) ―

計 24,213 668 238 25,119 (21) 25,097

営業費用 22,958 761 93 23,812 (21) 23,790

営業利益又は営業損失(△) 1,254 △93 144 1,306 (―) 1,306

鋼管関連事業 
(百万円)

自転車
関連事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

26,792 630 228 27,650 ― 27,650

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 21 21 (21) ―

計 26,792 630 249 27,672 (21) 27,650

営業費用 24,588 742 98 25,429 (21) 25,408

営業利益又は営業損失(△) 2,204 △111 150 2,242 (―) 2,242



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の機能別種類により区分しています。 

２ 各事業の主な製品 
(1) 鋼管関連事業………普通鋼鋼管、ステンレス鋼鋼管、各種型鋼、精密加工品 
(2) 自転車関連事業……自転車用リム、自動二輪車用リム 
(3) その他事業…………機械及び同部品、不動産の賃貸等 

３ 会計方針の変更 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関
する会計基準」を適用しています。この変更に伴い、従来の方法に比べ、営業費用は鋼管関連事業で39百万円、自
転車関連事業で1百万円、その他事業で1百万円、全体で42百万円が増加し、営業利益は鋼管関連事業で39百万円、
その他事業で1百万円、それぞれ減少し、営業損失は自転車関連事業で1百万円増加しています。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、記載を省

略しています。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しています。

鋼管関連事業 
(百万円)

自転車
関連事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

53,849 1,471 517 55,838 ― 55,838

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 0 42 43 (43) ―

計 53,849 1,471 560 55,881 (43) 55,838

営業費用 50,328 1,614 253 52,196 (43) 52,153

営業利益又は営業損失(△) 3,520 △142 306 3,684 (―) 3,684



  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 366.45円 １株当たり純資産額 397.55円 １株当たり純資産額 387.10円

１株当たり 
中間純利益金額

9.34円
１株当たり 
中間純利益金額

17.12円
１株当たり
当期純利益金額

30.53円

潜在株式がないので、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益金額は記載

していません。

潜在株式がないので、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益金額は記載

していません。

潜在株式がないので、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額は記載

していません。

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

25,130 27,630 26,698

純資産の部の合計額から 
控除する金額(百万円)

3,368 4,028 3,715

(うち少数株主持分 
(百万円)）

(3,368) (4,028) (3,715)

普通株式に係る中間期末(期
末)の純資産額(百万円)

21,761 23,601 22,983

1株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)
の普通株式の数(千株)

59,385 59,367 59,373

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 558 1,016 1,819

普通株式に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

558 1,016 1,819

普通株式の期中平均株式数
(千株)

59,828 59,369 59,603



(重要な後発事象) 

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社が保有する投資有価証券の一

部について、公開買付けが開始され

ています。当社は、平成18年11月17

日開催の取締役会において、これに

応じることを決議し、下記のとおり

投資有価証券売却益が発生する見込

みとなりました。

当該事象の内容

 (1)売却予定株式：住商リース株式

会社

 (2)売却予定先：住友商事株式会社

当該事象の損益に与える影響額：

 平成19年3月期において、特別利

益の投資有価証券売却益として

297百万円を計上する予定です。

─── ───



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 3,382 3,225 3,982

   受取手形 ※３ 2,512 2,625 2,875

   売掛金 6,575 7,063 4,723

   有価証券 1,602 1,594 3,139

   たな卸資産 2,527 4,249 3,014

   その他 407 427 491

   貸倒引当金 △10 △11 △9

    流動資産合計 16,997 56.1 19,174 57.9 18,217 56.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

   建物 855 790 820

   機械及び装置 1,810 2,028 1,964

   土地 806 806 806

   その他 342 577 479

計 3,814 4,201 4,070

 ２ 無形固定資産 2 1 1

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 9,042 9,309 9,422

   その他 422 441 439

   貸倒引当金 △2 △4 △5

計 9,462 9,746 9,857

    固定資産合計 13,278 43.9 13,949 42.1 13,929 43.3

   資産合計 30,276 100.0 33,124 100.0 32,146 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 ※３ 2,788 4,154 3,176

   買掛金 2,532 2,809 2,899

   短期借入金 2,796 2,820 2,724

   未払法人税等 206 344 523

   その他 ※３ 1,166 1,268 1,273

   流動負債合計 9,489 31.3 11,397 34.4 10,596 33.0

Ⅱ 固定負債

   繰延税金負債 1,525 1,638 1,664

   退職給付引当金 1,318 932 1,141

   役員退職引当金 213 238 226

   その他 321 321 321

   固定負債合計 3,379 11.2 3,131 9.5 3,353 10.4

   負債合計 12,868 42.5 14,528 43.9 13,950 43.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,940 13.0 3,940 11.9 3,940 12.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 4,155 4,155 4,155

  (2) その他資本剰余金 0 0 0

   資本剰余金合計 4,155 13.7 4,156 12.5 4,155 12.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 860 860 860

  (2) その他利益剰余金

    固定資産 

    圧縮積立金
202 192 195

    別途積立金 4,250 5,050 4,250

    繰越利益剰余金 1,196 1,632 1,863

   利益剰余金合計 6,509 21.5 7,734 23.3 7,169 22.3

 ４ 自己株式 △205 △0.6 △211 △0.6 △209 △0.7

   株主資本合計 14,400 47.6 15,619 47.1 15,056 46.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 

   評価差額金
3,014 9.9 2,978 9.0 3,142 9.8

 ２ 繰延ヘッジ損益 △7 △0.0 △2 △0.0 △3 △0.0

   評価・換算差額等 

   合計
3,006 9.9 2,976 9.0 3,139 9.8

   純資産合計 17,407 57.5 18,595 56.1 18,195 56.6

   負債純資産合計 30,276 100.0 33,124 100.0 32,146 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,866 100.0 13,213 100.0 24,774 100.0

Ⅱ 売上原価 10,061 84.8 11,031 83.5 20,735 83.7

   売上総利益 1,804 15.2 2,182 16.5 4,038 16.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,052 8.9 1,048 7.9 2,144 8.7

   営業利益 752 6.3 1,134 8.6 1,894 7.6

Ⅳ 営業外収益 ※１ 186 1.6 252 1.9 267 1.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 124 1.0 109 0.8 235 0.9

   経常利益 814 6.9 1,277 9.7 1,926 7.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 2 0.0 3 0.0 301 1.2

Ⅶ 特別損失 ※４ 2 0.0 22 0.2 9 0.0

   税引前中間 

   (当期)純利益
813 6.9 1,259 9.5 2,217 9.0

   法人税、住民税及び 

   事業税
203 358 750

   法人税等調整額 86 289 2.5 97 456 3.4 106 856 3.5

   中間(当期)純利益 523 4.4 802 6.1 1,361 5.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 0 4,155

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注)

 別途積立金の積立     (注)

 剰余金の配当             (注)

 役員賞与                 (注)

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 3,940 4,155 0 4,155

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産 
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 860 209 3,750 1,406 6,225 △51 14,270

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注) △6 6 ― ―

 別途積立金の積立         (注) 500 △500 ― ―

 剰余金の配当             (注) △209 △209 △209

 役員賞与                 (注) △30 △30 △30

 中間純利益 523 523 523

 自己株式の取得 △154 △154

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △6 500 △209 284 △154 130

平成18年９月30日残高(百万円) 860 202 4,250 1,196 6,509 △205 14,400

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,619 ― 3,619 17,889

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注) ―

 別途積立金の積立         (注) ―

 剰余金の配当             (注) △209

 役員賞与                 (注) △30

 中間純利益 523

 自己株式の取得 △154

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△605 △7 △612 △612

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△605 △7 △612 △482

平成18年９月30日残高(百万円) 3,014 △7 3,006 17,407



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 0 4,155

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩

 別途積立金の積立

 剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成19年９月30日残高(百万円) 3,940 4,155 0 4,156

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産 
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 860 195 4,250 1,863 7,169 △209 15,056

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 △3 3 ― ―

 別途積立金の積立 800 △800 ― ―

 剰余金の配当 △237 △237 △237

 中間純利益 802 802 802

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △3 800 △231 565 △2 563

平成19年９月30日残高(百万円) 860 192 5,050 1,632 7,734 △211 15,619

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,142 △3 3,139 18,195

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立 ―

 剰余金の配当 △237

 中間純利益 802

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△163 0 △163 △163

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△163 0 △163 400

平成19年９月30日残高(百万円) 2,978 △2 2,976 18,595



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 0 4,155

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注)

 固定資産圧縮積立金の取崩

 別途積立金の積立     (注)

 剰余金の配当       (注)

 剰余金の配当

 役員賞与         (注)

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 3,940 4,155 0 4,155

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産 
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 860 209 3,750 1,406 6,225 △51 14,270

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注) △6 6 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 △6 6 ― ―

 別途積立金の積立     (注) 500 △500 ― ―

 剰余金の配当       (注) △209 △209 △209

 剰余金の配当 △178 △178 △178

 役員賞与         (注) △30 △30 △30

 当期純利益 1,361 1,361 1,361

 自己株式の取得 △158 △158

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △13 500 457 943 △157 786

平成19年３月31日残高(百万円) 860 195 4,250 1,863 7,169 △209 15,056

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,619 ― 3,619 17,889

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注) ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立     (注) ―

 剰余金の配当       (注) △209

 剰余金の配当 △178

 役員賞与         (注) △30

 当期純利益 1,361

 自己株式の取得 △158

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△476 △3 △480 △480

事業年度中の変動額合計(百万円) △476 △3 △480 306

平成19年３月31日残高(百万円) 3,142 △3 3,139 18,195



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券

   子会社株式

(1) 資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券

   子会社株式

(1) 資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券

   子会社株式

    移動平均法による原価法に

より評価しています。
同左 同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

   その他有価証券

    時価のあるもの

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法により評

価しています。(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ています。)

同左

     決算日の市場価格等に基

づく時価法により評価し

ています。(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してい

ます。)

    時価のないもの     時価のないもの     時価のないもの

     移動平均法による原価法

により評価しています。
同左 同左

 ② デリバティブ  ② デリバティブ  ② デリバティブ

時価法により評価していま

す。
同左 同左

 ③ たな卸資産  ③ たな卸資産  ③ たな卸資産

   移動平均法による原価法によ

り評価しています。
同左 同左

(2) 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産

(2) 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産

(2) 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   定率法によっています。ただ

し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採

用しています。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。

   建物………７年～50年

   機械装置…12年～14年

   定率法によっています。ただ

し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採

用しています。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。

   建物………７年～50年

   機械装置…12年～14年

   定率法によっています。ただ

し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採

用しています。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。

   建物………７年～50年

   機械装置…12年～14年

(会計方針の変更)  

 法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年4月1日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しています。この結果、

従来の方法に比べ、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益はそれぞ

れ3百万円減少しています。 

(追加情報)  

 法人税法の改正に伴い、平成19年

3月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額

の5％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の5％相当額と

備忘価額との差額を5年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計

上しています。これにより、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益

はそれぞれ20百万円減少していま

す。 



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ② 無形固定資産  ② 無形固定資産  ② 無形固定資産

   定額法によっています。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しています。

同左 同左

(3) 引当金の計上基準 (3) 引当金の計上基準 (3) 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金  ① 貸倒引当金  ① 貸倒引当金

   受取手形、売掛金等の債権の

貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上していま

す。

同左 同左

 ② 退職給付引当金  ② 退職給付引当金  ② 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上していま

す。

   なお、会計基準変更時差異は

15年による按分額を費用処理

しています。数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理し

ています。

同左

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上していま

す。

   なお、会計基準変更時差異

は、15年による按分額を費用

処理しています。数理計算上

の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理しています。

 ③ 役員退職引当金  ③ 役員退職引当金  ③ 役員退職引当金

   役員の退任時に支給される退

職金の支払に備えて、内規に

基づく中間期末要支給額を計

上しています。

同左

   役員の退任時に支給される退

職金の支払に備えて、内規に

基づく期末要支給額を計上し

ています。

(4) リース取引の処理方法 (4) リース取引の処理方法 (4) リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ています。

同左 同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) ヘッジ会計の方法 (5) ヘッジ会計の方法 (5) ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法  ① ヘッジ会計の方法  ① ヘッジ会計の方法

   原則として繰延ヘッジ処理に

よっています。なお、振当処

理の要件を満たしている為替

予約については振当処理によ

っています。

同左 同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象  ② ヘッジ手段とヘッジ対象  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりです。

   当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりです。

    ヘッジ手段

     為替予約

    ヘッジ対象

     製品・商品等の輸出・輸

入による外貨建売上債

権、買入債務及び外貨建

予定取引

     外貨建外国債券の元本相

当額

   当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりです。

  ａ ヘッジ手段   ａ ヘッジ手段

     為替予約      為替予約

    ヘッジ対象     ヘッジ対象

     製品・商品等の輸出・輸

入による外貨建売上債

権、買入債務及び外貨建

予定取引

     外貨建外国債券の元本相

当額

  ｂ ヘッジ手段

     金利スワップ

    ヘッジ対象

     借入金

     製品・商品等の輸出・輸

入による外貨建売上債

権、買入債務及び外貨建

予定取引

     外貨建外国債券の元本相

当額

  ｂ ヘッジ手段

     金利スワップ

    ヘッジ対象

     借入金

 ③ ヘッジ方針  ③ ヘッジ方針  ③ ヘッジ方針

   取引限度額(ヘッジ比率)を定

めた市場リスク管理要項の規

程に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスク及び金

利変動リスクを一定の範囲内

でヘッジしています。

同左 同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法  ④ ヘッジ有効性評価の方法  ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動

とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場変

動を半期毎に比較し、両者の

変動額等を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価しています。

同左 同左

(6) その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(6) その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(6) その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理の方法   消費税等の会計処理の方法   消費税等の会計処理の方法

  税抜方式を採用しています。

  なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、流動負債の「そ

の他」に含めて表示していま

す。

同左

  税抜方式を採用しています。



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準）

 当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第4号)を適用しています。

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益が14百万円減少しています。

───

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

4号)を適用しています。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ29百万円減少して

います。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号)を適用しています。従来の「資

本の部」の合計に相当する金額は

17,414百万円です。

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しています。

───

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第8号)を

適用しています。従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は18,199

百万円です。

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成していま

す。



表示方法の変更 

  

 
  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(貸借対照表)

 「繰延税金負債」は、前中間期まで固定負債の「その

他」に含めて表示していましたが、当中間期末において

負債純資産合計額の100分の5を超えたため区分掲記しま

した。なお、前中間期末の「繰延税金負債」の金額は

1,202百万円です。

───

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は13,605百万円です。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は13,740百万円です。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は13,733百万円です。

 

 ２ 他社の銀行に対する債務に対

し、下記の保証を行っていま

す。

P.T.パブリック アラヤ  
インドネシア  426百万円

   当該保証は外貨建によるもの

(2,782千米ドル)が含まれて

います。

 

 ２ 他社の銀行に対する債務に対

し、下記の保証を行っていま

す。

P.T.パブリック アラヤ
インドネシア  421百万円

   当該保証は外貨建によるもの

(3,169千米ドル)が含まれて

います。

 

 ２ 他社の銀行に対する債務に対

し、下記の保証を行っていま

す。

P.T.パブリック アラヤ  
インドネシア  405百万円

   当該保証は外貨建によるもの

(2,696千米ドル)が含まれて

います。

※３ 中間期末日満期手形について

は、手形交換日をもって決済

処理しています。なお、当中

間期の末日は金融機関の休日

であったため、次の当中間期

末日満期手形が当中間期末残

高に含まれています。

受取手形 421百万円

支払手形 449百万円

設備関係 
支払手形

20百万円

(流動負債「その他」に含む)

※３ 中間期末日満期手形について

は、手形交換日をもって決済

処理しています。なお、当中

間期の末日は金融機関の休日

であったため、次の当中間期

末日満期手形が当中間期末残

高に含まれています。

受取手形 549百万円

支払手形 750百万円

設備関係
支払手形

101百万円

(流動負債「その他」に含む)

※３ 期末日満期手形については、

手形交換日をもって決済処理

しています。なお、当事業年

度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期

手形が当事業年度末残高に含

まれています。

受取手形 485百万円

支払手形 628百万円

設備関係
支払手形

37百万円

(流動負債「その他」に含む)



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 2百万円

受取配当金 150百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 6百万円

受取配当金 211百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 6百万円

受取配当金 188百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 12百万円

売上割引 0百万円

退職給付の 
会計基準変更時 
差異償却

66百万円

原価差額の 
原価外処理額

28百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 17百万円

売上割引 0百万円

退職給付の
会計基準変更時
差異償却

66百万円

原価差額の
原価外処理額

13百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 28百万円

売上割引 3百万円

退職給付の
会計基準変更時 
差異償却

133百万円

原価差額の
原価外処理額

40百万円

 

※３ 特別利益の主要項目

固定資産売却益

 機械及び装置 2百万円
 

※３ 特別利益の主要項目

固定資産売却益

 機械及び装置 3百万円

※３ 特別利益の主要項目

固定資産売却益

 機械及び装置 3百万円

投資有価証券売却

益
297百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損

 機械及び装置 1百万円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損

 機械及び装置 20百万円

 その他
(工具・器具・ 
 備品)

1百万円

固定資産売却損

 その他
(車輌運搬具)

0百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損

 機械及び装置 5百万円

その他
(工具・器具・ 
 備品)

2百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 195百万円

無形固定資産 0百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 249百万円

無形固定資産 0百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 415百万円

無形固定資産 1百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) 1 増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加4,193株、会社法第163条の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、子会社の有する自己株式を取得したことによる増加530,000株です。 

2 減少株式数の内訳は、単元未満株式の買増し請求による減少1,800株です。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) 1 増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものです。 

2 減少株式数は、単元未満株式の買増し請求に応じたことによるものです。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) 1 増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加17,400株、及び会社法第163条の規定により読み替え

て適用される同法第156条の規定に基づき、子会社の有する自己株式の取得による増加530,000株です。 

2 減少株式数の内訳は、単元未満株式の買増し請求に応じたことによる減少2,400株です。 

  

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間末 
株式数

普通株式 (株) 535,241 534,193 1,800 1,067,634

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間末 
株式数

普通株式 (株) 1,080,241 6,542 700 1,086,083

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末 
株式数

普通株式 (株) 535,241 547,400 2,400 1,080,241



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

有形固定

資産・そ

の他 

(工具、 

器具及び 

備品)

146 34 111

無形固定

資産 

（ソフト 

ウェア）

25 13 12

合計 172 48 123

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

有形固定

資産・そ

の他 

(工具、 

器具及び 

備品)

146 64 81

無形固定

資産 

（ソフト 

ウェア）

25 18 7

合計 172 83 88

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高 

相当額 

(百万円)

有形固定

資産・そ

の他 

(工具、 

器具及び

備品)

146 49 96

無形固定

資産 

（ソフト

ウェア）

25 16 9

合計 172 65 106

(注) なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

当該残高及び有形固定資産の

中間期末残高の合計額に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定していま

す。

(注)

 

 

同左

(注) なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が当該

残高及び有形固定資産の期末

残高の合計額に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しています。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 34百万円

１年超 88百万円

合計 123百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 29百万円

１年超 59百万円

合計 88百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 32百万円

１年超 73百万円

合計 106百万円

(注) なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が当該残高

及び有形固定資産の中間期末

残高の合計額に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しています。

(注)

 

 

同左

(注) なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が当該残高及び有形

固定資産の期末残高の合計額

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定して

います。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 17百万円

(2) 減価償却費相当額 17百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 17百万円

(2) 減価償却費相当額 17百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 34百万円

(2) 減価償却費相当額 34百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるもの

はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 293.13円 １株当たり純資産額 313.24円 １株当たり純資産額 306.47円

１株当たり 
中間純利益金額

8.76円
１株当たり 
中間純利益金額

13.52円
１株当たり
当期純利益金額

22.84円

潜在株式がないので、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益金額は記載

していません。

潜在株式がないので、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益金額は記載

していません。

潜在株式がないので、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額は記載

していません。

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

17,407 18,595 18,195

純資産の部の合計額から 
控除する金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間期末(期
末)の純資産額(百万円)

17,407 18,595 18,195

1株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)
の普通株式の数(千株)

59,385 59,367 59,373

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 523 802 1,361

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

523 802 1,361

普通株式の期中平均株式数
(千株)

59,828 59,369 59,603



前へ 

(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

第144期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）中間配当については、平成19年11月14日開

催の取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主又は登録質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。 

① 中間配当金の総額                            207百万円 

② １株当たり中間配当金                          3円50銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月10日 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社が保有する投資有価証券の一

部について、公開買付けが開始され

ています。当社は、平成18年11月17

日開催の取締役会において、これに

応じることを決議し、下記のとおり

投資有価証券売却益が発生する見込

みとなりました。

当該事象の内容

 (1)売却予定株式：住商リース株式

会社

 (2)売却予定先：住友商事株式会社

当該事象の損益に与える影響額：

 平成19年3月期において、特別利

益の投資有価証券売却益として

297百万円を計上する予定です。

─── ───



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

 
  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  上記(1)の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成19年8月24日に近畿財務局長に提出 

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第143期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
近畿財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

  

新家工業株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新家工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成

18年4月１日から平成18年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、新家工業株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成18年12月7日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  中  村  基  夫  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  小  山  謙  司  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

  

新家工業株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている新家工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成19年4月１日から平成19年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、新家工業株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成19年12月6日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  土  田  秋  雄  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  中  山     聡  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

  

新家工業株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新家工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第143期事業年度の中間会計期間(平成

18年4月１日から平成18年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、新家工業株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成18年12月7日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  中  村  基  夫  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  小  山  謙  司  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

  

新家工業株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている新家工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第144期事業年度の中間会計

期間(平成19年4月１日から平成19年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、新家工業株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成19年12月6日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  土  田  秋  雄  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  中  山     聡  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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